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埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱 

 

 （趣 旨） 

第１条 県は、「埼玉県中小企業振興基本条例（平成 14 年条例第 98 号）」に則り中小企

業の振興を図るため、公益財団法人埼玉県産業振興公社（以下「公社」という。）に対

し、毎年度予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和 40 年埼玉

県規則第 15 号（以下「規則」という。））に定めるもののほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

 

 （定 義） 

第２条 次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1) 中小企業支援センター事業 

   中小企業者の経営、技術等に係る相談、診断・助言等を行う事業 

 (2) 受注企業振興助成事業 

   中小企業の販路の拡大を支援する事業 

 (3) 知財経営力向上支援事業 

   中小企業の知的財産に関する総合的な支援を行う事業 

 (4) 産学連携促進事業 

研究開発型中小企業等と大学・研究機関との連携を図るための事業 

(5) 新分野展開技術支援事業 

   企業の新分野への転換、参入を支援する事業 

 (6) 海外ビジネス展開支援事業 

中小企業の海外展開を支援する事業 

(7) 創業・ベンチャー支援事業 

   創業希望者やベンチャー企業を支援する事業 

 (8) 次世代ものづくり産業イノベーション支援事業 

   県内中小企業等の成長産業分野における技術競争力の向上を支援する事業 

  (9) サービス産業事業者 ICT・AI 活用支援事業 

   県内サービス産業事業者の ICT・AI 技術の活用による生産性の向上を支援する事業 

 (10) ＢＣＰ策定支援事業 

    中小企業の事業継続のための取組を支援する事業 

 (11) 県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業 

    中小企業のＤＸ推進のための取組を支援する事業 

 (12) サーキュラーエコノミー推進事業 

    サーキュラーエコノミーに取り組む県内企業を支援する事業 

 (13) AI・IoT 活用推進事業 
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    AI・IoT などの技術を活用した生産性の向上を支援する事業 

 

 （補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費は次のとおりとし、内訳は別表のとおりとする。 

 (1) 総務管理に要する経費 

 (2) 中小企業支援センター事業に要する経費  

 (3) 受注企業振興助成事業に要する経費 

 (4) 知財経営力向上支援事業に要する経費 

  (5) 産学連携促進事業に要する経費 

  (6) 新分野展開技術支援事業に要する経費 

  (7) 海外ビジネス展開支援事業に要する経費 

  (8) 創業・ベンチャー支援事業に要する経費 

  (9) 次世代ものづくり産業イノベーション支援事業に要する経費 

  (10) サービス産業事業者 ICT・AI 活用支援事業に要する経費 

 (11) ＢＣＰ策定支援事業に要する経費 

 (12) 県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業に要する経費 

 (13) サーキュラーエコノミー推進事業に要する経費 

  (14) AI・IoT 活用推進事業に要する経費 

 

 （補助率） 

第４条 前条の経費に対する補助率は、当該所要経費の 10 分の 10 以内とする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第５条 規則第４条第１項の申請書は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限及び提出部数は、知事が定める。 

３ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

４ 規則第４条第２項第５号の知事が定める事項は、次のとおりとする。 

 (1) 補助対象人件費の明細表 

 (2) 当該年度の収支予算書又はその案 

５ 公社は、交付の申請にあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率

を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して

交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

 （交付決定通知書の様式） 
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第６条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。また、補助

金の支払方法は概算払とする。 

２ 県は、交付の決定にあたっては、前条第５項により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審

査し、適当と認めた時は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するも

のとする。 

３ 県は、前条第５項のただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において減

額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 

 （申請の取下げ） 

第７条 公社は、交付決定通知書を受領した場合において、当該通知に係る補助金の交付

決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、交付決定通知書を受領した日

から 20 日以内に申請の取下げをすることができる。 

 

 （補助事業の内容又は経費の配分の変更） 

第８条 公社は、補助事業の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじ

め様式第３号による申請書を知事に提出してその承認を受けなければならない。ただし、

知事が別に定める軽微な変更は、この限りでない。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第９条 公社は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式第４号に

よる申請書を知事に提出してその承認を受けなければならない。 

 

 （補助事業遅延等の報告） 

第 10 条 公社は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又

は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに、様式第５号による報告書を知事に

提出し、その指示を受けなければならない。 

 

 （補助金の概算払いの請求） 

第 11 条 公社は、補助金の概算払いを受けようとするときは、様式第６号による概算払請

求書を知事に提出しなければならない。 

 

 （状況報告） 

第 12 条 公社は、補助金の交付を受けた年度の９月 30 日現在における補助事業の遂行状

況について、様式第７号による報告書を当該年度の 10 月 10 日までに知事に提出しなけ

ればならない。 
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 （実績報告） 

第 13 条 公社は、補助事業の実績について様式第８号による補助事業実績報告書を会計年

度終了の日まで（補助事業の中止又は廃止の承認を受けたときは、当該承認を受けた日

から７日以内又は会計年度終了の日のいずれか早い日まで）に知事に提出しなければな

らない。 

２ 公社は、前項の実績報告を行うにあたって、補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を

減額して報告しなければならない。 

 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第 14 条 公社は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第９号により速やかに

県に報告しなければならない。 

２ 県は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

の全額又は一部の返還を命ずる。 

 

 （財産の取得及び管理） 

第 15 条 公社は、補助事業により備品（埼玉県財務規則（昭和 39 年埼玉県規則第 18 号）

第 170 条第１項の区分による備品をいう。以下同じ。）を取得するときは、あらかじめ

様式第 10 号による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、

取得価格又は効用の増加価格の単価が 50 万円未満のものについては、この限りではな

い。 

  また、補助事業により取得した備品については台帳を設けて、その保管状況を明らか

にしなければならない。 

２ 公社は、補助事業が完了した後も補助事業により取得した備品を善良なる管理者の注

意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなけれ

ばならない。 

 

 （財産の処分） 

第 16 条 規則第 19 条の承認を受けようとするときは、あらかじめ様式第 11 号による申請

書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

  この場合において知事は、公社が備品の処分により収入があるときは、その収入の全

部又は一部を納付させることがある。 

 

 （財産処分の緩和制限の期間） 

第 17 条 規則第 19 条ただし書に規定する知事の定める期間は、第 15 条第１項の承認時に

知事が定める耐用年数とする。ただし、耐用年数が５年未満のものについては、当該補

助金に係る事業年度終了後５年とする。 
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 （処分制限財産の指定） 

第 18 条 規則第 19 条第２号に規定する知事の定めるものは、取得価格又は効用の増加価

格の単価が 50 万円以上の備品とする。 

 

 （書類等の整備） 

第 19 条 公社は、補助事業に係る収入及び支出の状況並びに補助事業の実績を明らかにす

る帳簿及び証拠書類を整備し、かつこれらを主たる事務所に補助事業が完了した日の属

する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

 附 則 

この要綱は、昭和 48 年５月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、昭和 55 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、昭和 56 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、昭和 59 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、昭和 60 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、昭和 63 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、昭和 64 年１月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成元年３月 20 日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成３年６月 15 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成３年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成４年４月８日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成４年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成５年４月 30 日から施行する。 
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２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成５年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成５年６月 23 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成５年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成５年８月 13 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成５年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成５年 11 月 19 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成５年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成６年４月５日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成６年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成６年 11 月２日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成６年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成７年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成８年１月 17 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成７年１２月２

２日から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成８年７月１日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成８年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成９年６月 17 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成９年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 10 年７月 22 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 10 年４月１日

から適用する。 
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 附 則 

１ この要綱は、平成 10 年 10 月 15 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 10 年 10 月 15

日から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 11 年 10 月 25 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 11 年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 12 年５月 10 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 12 年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 13 年４月 25 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 13 年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 14 年７月８日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 14 年４月１日

から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 15 年３月 11 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 14 年 10 月１

日から適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 15 年７月 24 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 15 年度予算

に係るものから適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 16 年４月 23 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 16 年度予算に

係るものから適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 17 年６月 14 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 17 年度予算に

係るものから適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 18 年 5 月 10 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 18 年度予算に

係るものから適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 
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２ 平成 18 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 19 年 8 月 1 日から施行する。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 19 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

  附 則 

１ この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 20 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成 21 年 8 月 25 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県中小企業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、平成 21 年度予算に

係るものから適用する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 21 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

  附 則 

１ この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 22 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

  附 則 

１ この要綱は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 23 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 24 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 25 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 26 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 27 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 28 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 29 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 
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１ この要綱は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 平成 30 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年 4月 1日から施行する。 

２ 平成 31 年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年 10 月 15 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度予算に係る

ものから適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年 4月 1日から施行する。 

２ 令和２年度予算に係るこの要綱の適用については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年 10 月 15 日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、令和３年度予算に係る

ものから適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年 4月 1日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、令和４年度予算に係る

ものから適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年 4月 1日から施行する。 

２ 改正後の埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱の規定は、令和５年度予算に係る

ものから適用する。 

 



別表（第３条関係）

（1）給料 給料

（2）扶養手当 扶養手当

（3）報酬 報酬

（4）賞与 賞与

（5）住居手当 住居手当

（6）超過勤務手当 超過勤務手当

（7）通勤手当 通勤手当

（8）その他手当 退職手当

（9）福利厚生費
健康保険料、厚生年金保険料、児童手
当拠出金、労働保険料（雇用保険料、
労災保険料）

（10）福利環境整備費
福利環境整備費事業主支払分
（退職手当引当金）

（11）その他の福利厚生費 厚生費、年金積立金

（1）借室料・光熱水費 借室料・光熱水費、共益費

（2）引越・原状復帰費用 引越・原状復帰費用

（1）謝金 謝金

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費

消耗品費、食糧費、備品購入費、会議
費、修繕費、使用料、賃借料、印刷製
本費、負担金、燃料費、役務費、公租
公課、給与制度の見直しに関する経
費、外部監査に関する経費

Ⅰ．総務管理費
 
1．役職員人件費 役員及び職員

（県派遣及び他の補助
事業の対象職員を除
く）

2．賃借料等

3．管理費

埼玉県産業振興公社事業費補助に係る補助対象経費

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

－ Ⅰ－１０ －



旅　費 調査旅費等（職員、アドバイザー）

庁　費

印刷製本費、消耗品費、役務費、備品購入
費、調査・分析費、通信運搬費、資料購入
費、原稿料、広告料、通信回線使用料（イン
ターネット契約料及び接続料を含む）、ハー
ドウエア・ソフトウエア保守料、システム設
計費、データ・ベース作成費、事務機器リー
ス料、委託費

謝　金 謝金（専門家）、顧問弁護士料

庁　費 印刷製本費、消耗品費

 3．専門家派遣事業
謝　金 謝金（専門家）

謝　金 謝金（アドバイザー、専門家）

旅　費 通勤費（アドバイザー）、調査旅費

庁　費
賃金、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費、
使用料及び賃借料

Ⅱ．中小企業支
援センター事業

 1．中小企業支援セ
ンター推進事業

 2．窓口相談等事業

 4. 中小企業三大課
題集中取組事業

内　容

補助事業の区分

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細

－ Ⅰ－１１ －



旅　費 旅費

庁　費

印刷費、資料作成費、資料購入費、借
料・損料（マイクロバス借上を含
む）、通信運搬費、原稿料、会議費、
消耗品費、役務費、委託費、通訳費、
翻訳費

謝　金 謝金

旅　費 旅費

庁　費

印刷費、資料作成費、資料購入費、借
料・損料（マイクロバス借上を含
む）、通信運搬費、原稿料、会議費、
消耗品費、役務費、委託費、通訳費、
翻訳費

庁　費

印刷費、資料作成費、資料購入費、借
料・損料（マイクロバス借上を含
む）、通信運搬費、原稿料、会議費、
消耗品費、役務費、委託費、通訳費、
翻訳費

謝　金 謝金

旅　費 旅費

庁　費

印刷費、資料作成費、資料購入費、借
料・損料、通信運搬費、会議費、消耗
品費、役務費、工事請負費、保険料、
広告宣伝費、出展料（小間料、保険料
等）、委託費、負担金

 3．中小企業支援
機関連携事業 旅　費 旅費（講師、職員）

 4．ビジネスマッ
チングサイト事業 庁　費 委託費

 5．その他の経費

庁　費

賃金、旅費、消耗品費、燃料費、光熱
水費、通信運搬費、食糧費、印刷製本
費、修繕費、役務費、使用料・賃借
料、負担金、公租公課、その他知事が
必要と認める庁費

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

Ⅲ．受注企業振
興助成事業

 1．取引情報収集
提供事業

①受発注情報収集提供
事業

②販売力強化事業

③企業情報収集提供事
業

 2．商談会等開催
事業
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謝　金
謝金（コーディネーター、講師、専門
家、委員）

旅　費 旅費

庁　費
賃金、消耗品費、印刷製本費、役務費、
委託費、使用賃借料

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

 1．知財経営力向上
支援事業

事業区分
補助対象経費の区分

Ⅳ．知財経営力
向上支援事業
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（1）謝金
謝金（講師、産学連携コーディネー
ター等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費
消耗品費、役務費、使用料・賃借料、
印刷製本費

（1）謝金
謝金（講師、産学連携ネットワークマ
ネージャー等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費
消耗品費、役務費、使用料・賃借料、
印刷製本費

（1）謝金 謝金（講師等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費
消耗品費、役務費、使用料・賃借料、
印刷製本費

（1）謝金 謝金（講師等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費
消耗品費、役務費、使用料・賃借料、
印刷製本費

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

①産学連携・産業創出
総合支援事業

Ⅴ．産学連携促
進事業

 1．産学連携促進
事業

②産学連携ネットワー
クマネージャー設置事
業

③産学連携技術シーズ
発表会事業

④工科系大学シーズ
マッチング事業
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謝　金
謝金（コーディネーター、専門家、講
師）

旅　費 旅費

庁　費

共済費、賃金、消耗品費、部品購入費、
燃料費、印刷製本費、役務費、工事請負
費、使用料･賃借料、備品購入費、負担
金、公課費

内　容
補助対象経費の区分

補助事業の区分

Ⅵ．
新分野展開技術
支援事業

 1．
新分野展開技術支
援事業

事業区分 経費区分の明細
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Ⅶ．
海外ビジネス展
開支援事業 謝　金 謝金

旅　費 旅費

庁　費
消耗品費、印刷製本費、役務費、通信運
搬費、委託料、使用賃借料、報酬、補助
金、公租公課費

２．中小企業海外
販路開拓支援事業

庁　費
消耗品費、印刷製本費、役務費、通信運
搬費、委託料、使用賃借料、報酬、補助
金、公租公課費

 1．海外ビジネス
展開支援事業

内容

補助事業の区分

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細

－ Ⅰ－１６ －



謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、修繕費、役務費、委託
料、使用料及び賃借料、負担金

謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、修繕費、役務費、委託
料、使用料及び賃借料、負担金

謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、修繕費、役務費、委託
料、使用料及び賃借料、負担金

謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、修繕費、役務費、委託
料、使用料及び賃借料、負担金

謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、修繕費、役務費、委託
料、使用料及び賃借料、負担金

補助金 起業支援金

謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、役務費、委託料、使用
料及び賃借料、負担金

補助金
社会課題の解決につながる創業支援事業補
助金

謝　金 謝金（アドバイザー、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
共済費、賃金、食糧費、消耗品費、公租公
課費、印刷製本費、役務費、委託料、使用
料及び賃借料、負担金

 4．交流事業

 5．女性の創業支
援事業

Ⅷ．
創業・ベン
チャー支援事業

 7．社会課題の解
決につながる創業
支援事業

 1．創業・ベン
チャー支援セン
ター管理運営事業

 2．創業・ベン
チャー支援セン
ター事業

 6．起業支援金補
助事業

 3．ベンチャー成
長支援事業

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分
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（1）謝金
謝金（コーディネーター、アドバイ
ザー、講師等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費

賃金、消耗品費、原材料費、部品購入
費、備品購入費、食糧費、会議費、修
繕費、使用料、賃借料、印刷製本費、
負担金、燃料費、役務費、委託費、公
課費、補助金

Ⅸ．次世代もの
づくり産業イノ
ベーション支援
事業

1．次世代ものづく
り産業イノベー
ション支援事業

内　容

補助事業の区分

事業区分
補助対象経費の区分

経費区分の明細
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（1）謝金 謝金（コーディネーター等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費
消耗品費、食糧費、会議費、使用料、
賃借料、印刷製本費、役務費、負担
金、燃料費

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

Ⅹ．サービス産
業事業者ICT・
AI活用支援事業

 1．サービス産業
事業者ICT・AI活用
支援事業

事業区分

補助対象経費の区分
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謝　金 謝金（ＢＣＰアドバイザー）

旅　費
通勤費（ＢＣＰアドバイザー）、調査旅
費（ＢＣＰアドバイザー、職員）

庁　費
印刷製本費、役務費、通信運搬費、使用
賃借料

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

Ⅺ．ＢＣＰ策定
支援事業

 1．ＢＣＰ策定支
援事業

事業区分
補助対象経費の区分
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謝　金 謝金（ＤＸコンシェルジュ、講師等）

旅　費 旅費

庁　費
報酬、賃金、消耗品費、食糧費、印刷製
本費、役務費、委託費、使用料・賃借
料、備品購入費

補助金 ＤＸ推進人材育成補助金

内　容

補助事業の区分

Ⅻ．県内企業デ
ジタルトランス
フォーメーショ
ン推進事業

 1．県内企業デジ
タルトランス
フォーメーション
推進事業

事業区分

補助対象経費の区分

経費区分の明細
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謝　金
謝金（顧問、コーディネーター、アドバ
イザー等）

旅　費 旅費

庁　費
消耗品費、印刷製本費、役務費、委託
料、使用料及び賃借料

謝　金 謝金（アドバイザー等）

旅　費 旅費

庁　費
賃金、共済費、消耗品費、印刷製本費、
役務費

XⅢ．サーキュ
ラーエコノミー
推進事業

 1．サーキュラー
エコノミー推進事
業

 2．食のサーキュ
ラーエコノミー啓
発事業

事業区分

補助対象経費の区分

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分
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（1）謝金 謝金（コーディネーター、講師等）

（2）旅費 連絡旅費

（3）庁費
賃金、消耗品費、食糧費、会議費、使
用料、賃借料、印刷製本費、燃料費、
役務費、委託費、備品購入費

経費区分の明細 内　容

補助事業の区分

XⅣ．AI・IoT活
用推進事業

1.AI・IoT活用推進
事業

事業区分
補助対象経費の区分

－ Ⅰ－２３ －
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様式第１号                                                         

                                                                   

令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金交付申請書 

（○○○○事業） 

                                                                   

                                                                 

                                  第   号   

                               令和 年 月 日   

                                                                   

                                                                   

                                                                   

  (あて先)                                                                 

   埼玉県知事                                                                                                           

                                                                   

                    所 在 地                            

                    名   称                            

                    代表者氏名                    

                                                                   

                                                                   

                                                                   

 下記により埼玉県産業振興公社事業費補助金の交付を受けたいので補助金等の交付手続

等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。                                                      

                                                                   

                                                                   

                記                                 

                                                                   

                                                                   

１ 補助事業の目的 

 

２ 補助事業の内容  別紙１のとおり 

 

３ 補助金交付申請額       金          円         

 

 （補助金所要額）－（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額） 

＝（補助金額） 

                                                                   

４ 補助事業に要する経費の配分  別紙２のとおり
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別 紙 １ 

 Ⅰ 補助対象者名簿 

区 

分 

氏  名 

 

設置期間 

 

設置月数 

 

給料月額 

 

給与年額 

 

事務の内容 

 

○ 

○ 

グ 

ル 

ー 

プ 

       

       

       

       

       

 

 

   ～     

        

        

        

        

 

 

       月

        

        

        

        

 

 

       円 

       

        

        

        

 

 

       円 

       

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    計      

 

○ 

○ 

グ 

ル 

ー 

プ 

 

 

 

 

 

 

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

   計      

 

○ 

○ 

グ 

ル 
ー 

プ  

       

       

       

       

       

       

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

   計      

 

○ 

○ 

グ 

ル 

ー 

プ 

       

       

       

       

       

       

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

   計      

 合   計      
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Ⅱ．事業計画書（中小企業支援センター事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

中小企業支援センター事業 

 

１ 中小企業支援センター推進事業 

  ①アドバイザー 

  ②調査等旅費（職員） 

   調査等旅費（アドバイザー） 

  ③経費 

 

 

２ 窓口相談等事業 

  窓口等相談件数 

 

   

３ 専門家派遣事業 

  専門家派遣事業 

   

 

４ 中小企業三大課題集中取組事業 

  ①アドバイザー 

  ②調査等旅費 

  ③診断・課題整理件数 

  ④課題解決件数 

  ⑤専門相談（法律・税務） 

 

 

 

      

 

 人 

             人回 

人回             

 

 

 

 

件 

 

 

 

       回 

         

  

    

人 

人回 

件 

件 

        回 

 

          

 

 

 

 

 

 

具体的な経費項目 
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Ⅲ 事業計画書（受注企業振興助成事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 
受注企業振興助成事業 
 
１ 取引情報収集提供事業 
    ①受発注情報収集提供事業 
   発注企業調査 
 
 
 
 
   ②販売力強化事業 
   取引マッチングコーディネーター 
 
 
 
 
   ③企業情報収集提供事業 
   登録設備調査 
 
 
 
２ 商談会等開催事業 
 
 
 
 
   
３ 中小企業支援機関連携事業 
    ①連携会議等の開催 
   ②連携会議等への出席旅費 
 
 
４ ビジネスマッチングサイト事業 
  登録企業数 
 
 
 
５ その他の経費 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  （注１）企業 
       回 
 
 
 
    （注２） 
      人  

 
 
 
 
    （注３） 
      企業 
 
 
 
            回 
 
 
 
 
 
 
              回 
      人回 
             
 
 
       企業 

 
実施事業の概要を添付
のこと 
 
登録企業数    企業 
発注企業数    企業 
受注企業数    企業 
実施時期 
 
 
 
氏名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開催時期、商談会名等 
 
 
 
 
 
 
開催時期、会議名等 

〃 
  
 
 
受注企業  企業 
発注企業  企業 
 
 
 

 (注１）実施予定企業数（１回分）を記入してください。 
 （注２）コーディネーター数を記入してください。 
 （注３）対象企業数を記入してください。 
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Ⅳ．事業計画書（知財経営力向上支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

知財経営力向上支援事業 

（１）支援体制 

   ・知財経営コーディネーター 

（２）知財経営力向上セミナーの実施 

（３）知財経営力向上支援の実施 

（４）ＰＲ・資料作成等 

   ・（内 容） 

（５）その他 

   ・臨時職員雇用 

 

 

 

 

 

 

人 

            回 

        件 

 

       部 

 

 延べ    日 

 

 

 

 

 

 

 氏名、活動日数  

 開催時期、内容 
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Ⅴ．事業計画書（産学連携促進事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１．産学連携促進事業 

（１）産学連携・産業創出総合支援事業  

・産学連携コーディネーターの設置 

・産学連携相談窓口 

・産学連携マッチング支援 

（マッチング面談の実施） 

・産学研究開発グループの形成 

（研究開発テーマ数） 

・競争的資金獲得支援 

・競争的資金による事業期間終了後の 

 フォローアップ 

・研究開発型企業へのヒアリング調査 

・産学連携による企業の課題解決 

・産学連携支援セミナーの開催 

・産学連携フェアの開催 

・メルマガ配信 

 

（２）産学連携ネットワークマネージャー 

   設置事業 

・産学連携ネットワークマネージャーの設置 

・幹事会の開催 

・総会の開催 

・ネットワーク会議の開催 

 

（３）産学連携技術シーズ発表会事業 

・産学連携技術シーズ発表会の開催 

 

（４）工科系大学シーズマッチング事業 

・工科系大学シーズマッチング会の開催 

 

 

 

   

人 

件 

件 

 

件 

 

件 

 

件 

件 

件 

回 

回 

回 

 

 

 

人 

回 

回 

回 

 

 

回 

 

 

回 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

 

 

 

 

氏名 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 
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Ⅵ．事業計画書（新分野展開技術支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１．支援体制 

  ・コーディネーター 

  

 

２．技術相談 

 

 

３．業態転換関連セミナー開催 

    ・セミナー等開催 

 

４．その他 

  ・（内 容） 

 

 

       

人 

 

 

   件 

 

         

      回 

 

 

 

 

 

 

日／人 

 

 

 

 

 

開催時期 
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Ⅶ．事業計画書（海外ビジネス展開支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１ 海外ビジネス展開支援事業 

 

（１）アドバイザーの配置 

 

・アドバイザー 

 

（２）企業訪問の実施 

 

（３）彩の国ビジネスアリーナ出展支援 

 

 

２ 中小企業海外販路開拓支援事業 

 

（１）越境ｅコマースへの出店支援 

  ・補助件数 

 

（２）埼玉県特設ショップの開設・ＰＲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       人 

 

延べ  社 

 

       回 

 

 

 

 

 

件 

 

回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、概要、内容 

 



 

- Ⅰ－ 32 - 

 
Ⅷ．事業計画書（創業・ベンチャー支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１ 創業・ベンチャー支援センター管理運営事

業 

（１）支援体制 

・アドバイザー 

 （内、シニアアドバイザー） 

 

（２）創業相談 

・創業件数 

・相談件数 

 （内、シニア相談件数） 

 

（３）PR・資料作成等 

   ・(内容) 

 

２ 創業・ベンチャー支援センター事業 

（１）セミナー等の開催 

 

 

３ ベンチャー成長支援事業 

（１）セミナー等の開催 

 

（２）ベンチャー企業育成支援 

 

４ 交流事業 

（１）交流会等の開催 

 

５ 女性の創業支援事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）女性創業相談 

・相談件数 

    

６ 起業支援金補助事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）起業支援金補助 

   ・補助件数 

 

 

 

 

 

 

人 

（  人） 

 

 

件 

件 

（  件） 

 

 

部 

 

 

回 

 

 

 

回 

 

 

 

 

回 

 

 

 

人 

 

 

件 

 

 

 

人 

 

 

件 

 

 

 

 

 

 

延べ    人 

     （   人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

具体的な内容 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

    延べ    人 

 

 

 

 

 

 

    延べ    人 
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７ 社会課題の解決につながる創業支援事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）伴走支援 

   ・支援対象者数 

 

   ・伴走支援 

 

（３）社会課題の解決につながる創業支援 

  事業補助金 

   ・補助件数 

 

 

 

 

 

人 

 

 

者 

 

回 

 

 

 

件 

 

 

 

 

 

 

    延べ    人 

 

 

 

 

具体的な内容 
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Ⅸ．事業計画書（次世代ものづくり産業イノベーション支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１．次世代ものづくり産業イノベーショ

ン支援事業 

 

（１）コーディネーター等の設置 

  ・コーディネーター等の設置 

 

  ・技術開発等相談 

 

  ・伴走支援件数 

 

（２）補助金等獲得支援 

  ・国庫補助金等に関するセミナー 

 開催 

 

 ・個別相談 

 

（３）技術マッチング支援 

  ・企業マッチング（集団・個別） 

 （集団マッチング） 

 

 （個別マッチング） 

 

 ・企業間技術連携体の構築 

 

（４）産学連携による新技術・新製品 

  開発支援 

 ・研究会の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        人 

 

        件 

 

        件 

 

 

 

        回 

 

        件 

 

 

 

        回 

 

        件 

 

        件 

 

 

 

        件 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

事業者名、開発内容、成

果等 

 

 

開催月日、参加人数、内

容等 

 

 

 

 

開催月日、参加人数、内

容、成果等 

マッチング例等 

 

内容、取組状況、成果等 

 

 

 

テーマ、構成員、取組内

容、開催月日、成果等 
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Ⅹ．事業計画書（サービス産業事業者 ICT・AI 活用支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１．サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業 

 

   ・ICT活用コーディネーターの設置 

 

 

   ・活用相談 

 

 

   ・セミナー、勉強会の開催 

 

 

   

 

   

 

       人 

 

 

       件 

 

 

       回 

 

 

   

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

開催月日、概要 

内容 
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Ⅺ．事業計画書（ＢＣＰ策定支援事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

ＢＣＰ策定支援事業 

 

１ ＢＣＰ策定支援事業 

  ①ＢＣＰアドバイザー 

  ②セミナー開催 

③事業継続力強化計画の業種別記入例作 

 成 

  ④従業員数５０人以上の企業に対する調

査の実施 

  ⑤経費 

  ⑥事例作成 

 

 

              

 

   人 

回       

種類 

 

（調査） 回 

 

 

回             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な経費項目 
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Ⅻ．事業計画書（県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

県内企業デジタルトランスフォーメーショ

ン推進事業 

１ ワンストップウェブサイトの運営管理 

（１）運営管理 

 

 

（２）支援メニュー掲載 

 

 

（３）掲載コンテンツの充実 

   

 

２ ＤＸ推進支援ネットワークの運営 

（１）ネットワーク会議の開催 

 

 

（２）セミナー等の開催 

 

 

３ 埼玉ＤＸパートナーの管理、マッチング 

（１）マッチング相談（面談等の実施） 

 

（２）マッチングセミナー 

 

（３）ＤＸコンシェルジュ 

 

（４）マッチング 

 

 

４ ＤＸ推進人材育成支援金補助 

 

 

              

 

回    

 

 

件 

 

 

件 

         

 

 

回 

 

 

回 

 

 

 

件 

 

回 

 

人 

 

件 

 

 

件 

 

 

 

ウェブサイトの概要 

及びアクセス数 

 

支援メニュー掲載の概要 

及び掲載件数 

 

掲載時期、内容 

 

 

 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 

 

 

 

 

 

開催月日、参加人数、内容 

 

氏名 

 

マッチング成立例等 

 

 

補助件数、開催時期 
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XⅢ．事業計画書（サーキュラーエコノミー推進事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１ 情報発信・普及啓発事業 

 ・セミナーの開催 

 

 

 ・研究会の開催 

 

 

 ・情報発信 

 

 

 

２ 相談・マッチング支援事業 

 ・アドバイザー・コーディネーターの

配置 

 

 ・企業からの相談・マッチング支援 

 

 

 ・関係機関との連携・紹介 

  （よろず支援拠点や商工団体など） 

 

 

３ 食の分野におけるリーディングモデ

ル構築支援事業 

 ・県産業技術総合センター等と連携し

た支援（販路開拓等の支援、企業訪問

など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        回 

 

 

        回 

 

 

        件 

 

 

 

 

        人 

 

 

        件 

 

 

        件 

 

 

 

 

 

        件 

 

 

 

 

内容、開催時期、参加人

数等 

 

テーマ、対象企業、取組

内容、開催時期等 

 

マッチング事例・リーデ

ィングモデルの内容、発

信方法、発信先等 

 

 

 

 

 

相談内容、マッチング事

例 

 

相談企業、連携内容、取

組状況 

 

 

 

 

支援内容、訪問先企業、

取組状況等 
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XⅣ．事業計画書（AI・IoT 活用推進事業） 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１．AI・IoT活用推進事業  

 

（１）コーディネーター等の設置 

  ・コーディネーター等の設置 

 

  ・技術相談 

 

  ・成長戦略策定支援 

 

（２）AI・IoT普及・活用支援 

  ・AI・IoT普及セミナー 

 

  ・AI・IoTツール体験会 

 

（３）AI・IoT導入支援 

  ・先進企業との比較検討シート作成

研修 

 

  ・オーダーメイド型AI・IoT研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       人 

 

       件 

 

       件 

 

 

       回 

 

       回 

 

 

       回 

 

 

       社 

 

 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

 

開催月日、概要、参加人

数等 

開催月日、概要、参加人

数等 

 

開催月日、概要、参加人

数等 

 

開催月日、概要、支援企

業等 

 

 

 

 



別紙２ 経費配分書

（1）給料

（2）扶養手当

（3）報酬

（4）賞与

（5）住居手当

（6）超過勤務手当

（7）通勤手当

（8）その他手当 退職手当

（9）福利厚生費

健康保険料
厚生年金保険料
児童手当拠出金
労働保険料

（10）福利環境整備費 退職手当引当金

（11）その他の福利厚生費
厚生費
年金積立金

（1）借室料・光熱水費

（2）引越・原状復帰費用

（1）謝金

（2）旅費

（3）庁費

内容
補助事業に
要する経費

管理費　計

補助金交付
申請額

総務管理事業　合計

備考

　Ⅰ．
総
務
管
理
費

 
１
役
職
員
人
件
費

役員及び職員
（県派遣及び他
の補助事業の対
象職員を除く）

役職員人件費　計

 
２
賃
借
料
等

賃借料等　計

 
３
管
理
費

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細

－ Ⅰ－４０ －



旅　費

庁　費

謝　金

庁　費

謝　金

謝　金

旅　費

庁　費

専門家派遣事業　計

４
中
小
企
業
三
大
課
題
集
中
取
組
事
業

中小企業三大課題集中取組事業　計

　Ⅱ．
中
小
企
業
支
援
セ
ン
タ
｜
事
業

　１
推中
進小
事企
業業
　支
　援
　セ
　ン
　タ
　｜

中小企業支援センター事業　合計

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

中小企業支援センター推進事業　計

　２
等窓
事口
業相
　談

窓口相談等事業　計

３
専
門
家
派
遣
事
業

－ Ⅰ－４１ －



旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

旅　費

庁　費

庁　費　５
　そ
　の
経他
費の その他の経費　計

受注企業振興助成事業　合計

商談会等開催事業　計

　３
　中
　小
　企
　業
連支
携援
事機
業関

中小企業支援機関連携事業　計

　４
ンビ
グジ
サネ
イス
トマ
事ッ
業チ

　

ビジネスマッチングサイト事業　計

備考

　Ⅲ．
受
注
企
業
振
興
助
成
事
業

１
取
引
情
報
収
集
提
供
事
業

①受発注情報収集提供事業

②販売力強化事業

③企業情報収集提供事業

取引情報収集提供事業　計

２
商
談
会
等
開
催
事
業

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－４２ －



謝　金

旅　費

庁　費

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

知財経営力向上支援事業　合計

１
　
知
財
経
営
力
向
上
支

援
事
業

知財経営力向上支援事業　計

Ⅳ
　
知
財
経
営
力
向
上
支

援
事
業

－ Ⅰ－４３ －



(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

補助金交付
申請額

①産学連携・産業創出総合支
援事業

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

　Ⅴ．
産
学
連
携
促
進
事
業

１
産
学
連
携
促
進
事
業 ②産学連携ネットワークマ

ネージャー設置事業

③産学連携技術シーズ発表会
事業

④工科系大学シーズマッチン
グ事業

産学連携促進事業　計

産学連携促進事業　合計

－ Ⅰ－４４ －



謝　金

旅　費

庁　費

新分野展開技術支援事業　計

新分野展開技術支援事業　合計

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

Ⅵ
　
新
分
野
展
開
技
術
支
援
事
業

１
　
新
分
野
展
開
技
術
支
援
事
業

－ Ⅰ－４５ －



謝　金

旅　費

庁　費

庁　費

中小企業海外販路開拓支援事業　計

海外ビジネス展開支援事業　合計

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

１
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
支
援
事

業

海外ビジネス展開支援事業　計

  Ⅶ．
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
支
援
事
業

２
中
小
企
業
海
外

販
路
開
拓
支
援
事

業

－ Ⅰ－４６ －



謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

補助金

謝　金

旅　費

庁　費

補助金

謝　金

旅　費

庁　費

経費区分の明細

５
女
性
の
創
業
支
援
事

業

７
社
会
課
題
の
解
決
に
つ

な
が
る
創
業
支
援
事
業

6
起
業
支
援
金
補
助
事
業 起業支援金補助事業　計

女性の創業支援事業　計

交流事業　計

創業・ベンチャー支援センター管理運営事業　計

２
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー

支
援

セ
ン
タ
ー

事
業

創業・ベンチャー支援センター事業　計

備考
補助金交付

申請額

創業・ベンチャー支援事業　合計

　Ⅷ．
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
｜
支
援
事
業

３
ベ
ン
チ
ャ
ー

成
長

支
援
事
業

ベンチャー成長支援事業　計

４
交
流
事
業

社会課題の解決につながる創業支援事業　計

１
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー

支
援

セ
ン
タ
ー

管
理
運
営
事
業

内容
補助事業に
要する経費

事業区分
補助対象

経費の区分

－ Ⅰ－４７ －



（1）謝金

（2）旅費

（3）庁費

備考

　Ⅸ．
　　次
　イ世
　ノ代
　ベも
　｜の
　シづ
　ョく
　ンり
　支産
　援業
　事
　業

1
 
次
世
代
も
の
づ
く
り
産
業

イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
支
援
事
業 次世代ものづくり産業イノベーション支援事業　計

次世代ものづくり産業イノベーション支援事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－４８ －



(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

備考

 Ⅹ.
サ
｜
ビ
ス
産
業
事
業
者
ICT
・
AI
活
用
支
援
事
業

１
サ
｜
ビ
ス
産
業
事
業
者
ICT
・
AI
活
用
支
援
事
業

サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業　計

サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業　　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－４９ －



謝　金

旅　費

庁　費

ＢＣＰ策定支援事業　計

ＢＣＰ策定支援事業　合計

内容
補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細

 Ⅺ.
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
支
援
事
業

１
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
支
援
事
業

－ Ⅰ－５０ －



謝　金

旅　費

庁　費

補助金

県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業　合計

備考

  Ⅻ．
県
内
企
業
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
｜
メ
｜
シ
ョ
ン
推
進
事
業

１
 
県
内
企
業
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー

メ
ー

シ
ョ

ン
推
進
事
業

県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業　合
計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－５１ －



謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

備考

 XⅢ.
サ
｜
キ
ュ
ラ
｜
エ
コ
ノ
ミ
｜
推
進
事
業

１
 
サ
ー

キ
ュ

ラ
ー

エ
コ
ノ
ミ
ー

推
進
事
業

サーキュラーエコノミー推進事業　計

２
　
食
の
サ
ー

キ
ュ

ラ
ー

エ
コ
ノ
ミ
ー

啓
発
事
業

食のサーキュラーエコノミー啓発事業　計

サーキュラーエコノミー推進事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－５２ －



（1）謝金

（2）旅費

（3）庁費

備考

 XⅣ.

A
I
・
I
o
T
活
用
推
進
事
業

１
　
A
I
・
I
o
T
活
用
推
進
事
業

AI・IoT活用推進事業　計

AI・IoT活用推進事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－５３ －
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様式第２号 

 

令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金交付決定通知書 

（○○○○事業） 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 
 

 

 公益財団法人埼玉県産業振興公社 

 理事長             様 
 
 

                       埼玉県知事         

                        （公印省略） 

 令和  年  月  日付け  第   号で申請のあった埼玉県産業振

興公社事業費補助金については、下記のとおり交付する。 

 

                記 

 

１ 交付金額  金             円 

    なお、補助事業の内容及び経費の配分については、申請書記載のとおりと

する。 

 

２ 支払方法 

  概算払いとし、支払時期は次のとおりとする。 

 

時  期 金    額 

令和 年 月以降 円 

令和 年 月以降 円 

令和 年 月以降 円 

令和 年 月以降 円 
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３ 条  件 

 

（１） 補助事業が会計年度末までに完了する見込みがなくなったとき又はその

遂行が困難となったときは、すみやかにその旨を知事に報告して、その指

示を受けること。 

 

（２） 補助金を他の用途に使用し、その他補助金の交付の決定の内容又は条件

その他法令若しくはこれに基づく処分に違反したときは、額の確定の有無

に関わらず補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。ま

た、補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付さ

れているときは返還すること。 

 

（３） 補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年規則第１５号) 、埼玉

県産業振興公社事業費補助金交付要綱、埼玉県産業振興公社事業費補助金

実施要領及び埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱の運用並びに補

助金の執行についての知事の命令に従うこと。 

 

（４） 補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定め

るところにより、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかにな

った場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額する

こととなる。 
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  様式第３号 

 

令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金に係る補助事業の変更承認申請

書（○○○○事業） 

 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 

 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

 

 

 

                  所 在 地 

                  名   称 

                  代表者氏名          

 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で補助金の交付決定の通知

を受けた補助事業の（内容、経費の配分）を下記のとおり変更したいので、

承認を申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 変更の理由 

 

 

２ 変更の内容  別紙のとおり 

 

 

３ 変更後の交付申請額  金          円 

 

   ※ 交付申請額に変更がある場合のみ  
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別 紙   

 (1) 補助対象者名簿   

区 

分 

氏   名 設置期間 設置月数 給料月額 給与年額 事務の内容 

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後  

○
○
グ
ル
ー
プ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ～ 

 

 

 

 ～ 

 

 

 

 月 

 

 

 

 月 

 

 

 

  円 

 

 

 

  円 

 

 

 

 

  円 

 

 

 

 

  円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   計          

○
○
グ
ル
ー
プ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   計          

○
○
グ
ル
ー
プ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   計          

○
○
グ
ル
ー
プ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計          

 合   計          
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  （２） 事業の内容 

 

   ① ○○○事業 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 の 理 由 計画変更が補助事業に 
及ぼす影響 

    

 

 

 

   ② ○○○事業 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 の 理 由 計画変更が補助事業に 
及ぼす影響 
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(３) 経費の配分 

事 業 区 分 補助対象経費の 

区分 経費区分の明細 内      容 補助事業に 

要する経費 
補助金交付 

申請額  備考 

    
変更前 変更後 変更前 変更後  

 

○ ．  ○ ○

事業 

１ 

○
○
○
事
業 

①○○○○○        

○○○事業計 

２ 

○
○
○
事
業 

①○○○○○ ○○○○○      

○○○○○      

小計 

②○○○○○       

 ○○○○○ ○○○○○ 

○○○○○ 

小計 

 ○○○事業計 

○   ○    事  業  合  計 
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様式第４号 

 

 

   令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金に係る補助事業の中止 

  （廃止）承認申請書（○○○○事業） 

 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 
 
 
 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

 
 

                       所 在 地 

                       名   称 

                   代表者氏名          

 

 

 令和  年  月  日付け  第    号をもって交付決定の通知を

受けた補助事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、承認を申請します。 

 

 

                記 

 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

２ 中止（廃止）の期間 

 

 

３ 添付書類 

  

 (注) 中止（廃止）の理由を立証する書類を添付すること。 
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様式第５号 

 

 

  令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金補助事業遅延等報告書 

 

                           

第   号 

                        令和 年 月 日 

 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

 

 

                      所 在 地 

                      名   称 

                   代表者氏名          

 

 

 

交付決定   令和  年  月  日  第   号 

補助事業   （                ） 

 

 

 上記の補助事業について、下記のとおり事故があったので埼玉県産業振興

公社事業費補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり報告しま

す。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の進捗状況 

 

２ 同上に要した経費 

 

３ 事故の内容及び原因 

 

４ 事故に対する措置 

 

 

 (注)１ 事故の理由を立証する書類を添付すること。 

   ２ 補助事業は交付決定通知書において、補助金の交付の対象となっ 

        た事業を記入すること。 
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様式第６号 

 

 

令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金概算払請求書 

（○○○○事業） 

 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 

 

 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

  

                  所 在 地 

                  名   称 

                  代表者氏名          

 

 

 

 令和  年  月  日付け   第    号をもって交付決定通

知のあった上記補助金について、下記金額の概算払を請求します。 

 なお、交付決定通知書付記の条件はすべて了承します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金概算払請求額   金         円 

 

 

 

 

 

２ 振込先 

      銀行   支店  預金種目  普通  口座番号 

 

内 

訳 

 交 付 決 定 額              円 

 概算払受領済額              円 

 今 回 請 求 額              円 

 残     額              円 
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様式第７号 

 

 

  令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金に係る補助事業 

  遂行状況報告書（○○○○事業） 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 

 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

  

                  所 在 地 

                  名   称 

                   代表者氏名          

 

 

 令和  年  月  日付け   第    号で交付決定通知のあ

った上記補助金について、補助金等の交付手続等に関する規則第１１条の

規定により、補助事業の遂行状況を別紙１及び別紙２のとおり報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅰ-64 

 

別紙１ 

 

  補助金交付状況 

 

 

補助金交付決定 

通知年月日 

補助金交付決定通

知額 

（円） 

概算払年月日 

 

概算払金額 

（円） 
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別紙２ 

Ⅰ 中小企業支援センター事業遂行状況報告書 

事       業 計画件数等 実施結果 内容等 

中小企業支援センター事業 

 

１ 中小企業支援センター推進事業 

  ①アドバイザー 

  ②調査等旅費（職員） 

   調査等旅費（アドバイザー） 

  ③経費 

 

 

２ 窓口相談等事業 

  窓口等相談件数 

 

 

３ 専門家派遣事業 

  専門家派遣事業 

 

 

４ 中小企業三大課題集中取組事業 

  ①アドバイザー 

  ②調査等旅費 

  ③診断・課題整理件数 

  ④課題解決件数 

  ⑤専門相談（法律・税務） 

 

 

 

 

 

人 

人回   

人回 

 

 

 

 

件    

 

 

 

回 

 

 

 

人 

人回 

件 

件 

回 

             

 

 

 

 

人 

人回   

人回 

 

 

 

 

件     

 

 

 

回 

 

 

 

人 

人回 

件 

件              

回 

 

 

 

 

 

氏名 

 

 
具体的な経費項目 
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Ⅰ－２．中小企業支援センター事業 
 
    

     
内容 

 
 
 
 
業種 

相談企
業数 

(実数) 

相談等
延べ件
数 

内   訳 

創業 
経営
全般 

マー
ケテ
ィン
グ 

資金 法律 労務 税務 技術 

ビジ
ネス
プラ
ン 

経営
革新
計画 

ＩＴ 

取引適正
化 

事業 
提携 

会社
設立 

事業 
承継 

ＩＳ
Ｏ 

ＢＣ
Ｐ 

省エ
ネ 

特許 産学 
その
他 

消費
税関
連 

小計 苦情
紛争
関係 

その
他 

製造業                           

うち小規模

企業者 

                          

卸売業                           

うち小規模

企業者 

                          

建設業                           

うち小規模

企業者 

                          

小売業                           

うち小規模

企業者 

                          

サービス業                           

うち小規模

企業者 

                          

その他                           

うち小規模

企業者 

                          

小 計 
                          

うち小規模

企業者 
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うち事業承継に関するもの 

     内容 
 
相談者 

後継者候補 
の確保 

後継者の意思・ 
資質・能力向上 

取引先との 
関係維持 

承継後の 
事業運営 

現在の業績の 
悪化、将来性 

従業員の支持 
・理解 

相続税・贈与税等
の税負担 

債務等の引継ぎ その他 小 計 

承継しようとする
者（現経営者） 

          

うち小規模 
企業者 

          

後 継 者 
          

うち小規模 
企業者 

          

そ の 他 
          

うち小規模 
企業者 

          

小  計 
          

うち小規模 
企業者 

          

 

相談後の対応及び「計画書」策定支援・確認状況   備考 

     社・者数 変更などあれば記載 

  (1) 
士業等専門家に繋いだ 

 ※税理士、会計士、弁護士等 
    

  (2) 支援機関、金融機関に繋いだ ※引継ぎ支援センター、よろず支援拠点

など 
    

  (3) 診断した機関が自機関で対応     

  (4) NW 事務局に繋いだ     

小計  (5) 支援の必要無し     

上記(1)～(5)の合計    0   

  (1) ｢計画書｣※1 策定支援完了先     

  (2) ｢計画書｣策定には至らないが、計画※2 を確認した先     
 

※1｢計画書｣：フォーマットは不問(特例承継計画含む)。 

※2｢計画」：①誰に(後継者)②代表権の移転時期③自社株式、事業用資産の移転時期 を確認・ヒヤリングできた先
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 Ⅰ－３．専門家派遣事業 
 
 
    

 
     内容 
 
 
 
 
業種 

相談企
業数 

(実数) 

相談等
延べ件
数 

内   訳 

創業 
経営
全般 

マー
ケテ
ィン
グ 

資金 法律 労務 税務 技術 

ビジ
ネス
プラ
ン 

経営
革新
計画 

ＩＴ 

取引適正
化 

事業 
提携 

会社
設立 

事業 
承継 

ＩＳ
Ｏ 

ＢＣ
Ｐ 

省エ
ネ 

特許 産学 
その
他 

消費
税関
連 

小計 苦情
紛争
関係 

その
他 

製造業                           

うち小規模

企業者 

                          

卸売業                           

うち小規模

企業者 

                          

建設業                           

うち小規模

企業者 

                          

小売業                           

うち小規模

企業者 

                          

サービス業                           

うち小規模

企業者 

                          

その他                           

うち小規模

企業者 

                          

小 計 
                          

うち小規模

企業者 
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 Ⅰ－４．中小企業三大課題集中取組事業 
 

 
省力化・省人化 外国人人材活用 事業承継 

診断件数 課題解決件数 課題整理件数 課題解決件数 課題整理件数 課題解決件数 

製造業       

うち小規模企業者 
      

卸売業       

うち小規模企業者 
      

建設業       

うち小規模企業者 
      

小売業       

うち小規模企業者 
      

サービス業       

うち小規模企業者 
      

その他       

うち小規模企業者 
      

小 計 
      

うち小規模企業者 
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Ⅱ－１ 受注企業振興助成事業遂行状況報告書 

事       業 計画件数等 実施結果 内  容  等 

 
受注企業振興助成事業 
 
１ 取引情報収集提供事業 
  ①受発注情報収集提供事業 
    発注企業調査 
 
 
 
 
   ②販売力強化事業 
    取引ﾏｯﾁﾝｸﾞｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
 
 
 
 
  ③企業情報収集提供事業 
    登録設備調査 
 
 
 
２ 商談会等開催事業 
 
 
 
 
３ 中小企業支援機関連携事業 
      ①連携会議等の開催 
      ②連携会議等への出席旅費 
 
 
 
 
４ ビジネスマッチングサイト事業 
  登録企業数 
 
 
 
５ その他の経費 
 
 

 
 
 
 
 
    企業 
     回 

 
 
 
 

人 
 
 
 
 
 

     企業 
 
 
 

回 
 
 
 
 
 

回 
人回 

 
 
 

             
 

     企業 
 
 

 
 
 
 
 
    企業 
     回 

 
 
 
 

人 
 
 
 
 
 

     企業 
 
 
 

回 
 
 
 
 
 

回 
人回 

 
 
 

             
 

企業 

 

実施事業の概要を添

付のこと 

 

登録企業数   企業 

発注企業数   企業 

受注企業数   企業 

実施時期 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、商談会名等 

 

 

 

 

 

開催月日、会議名等 

〃 

 

 

 

 

 

受注企業  企業 
発注企業  企業 
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（別紙） 

受注企業振興助成事業の業務内容 

 

１．取引情報収集提供事業 

 

 (1) 受発注情報収集提供の総表 

登 

録 

企 

業 

数 

発注企業 

累 計 

登録  取消 

 

受注企業 

累 計 

登録 取消 

 

発注申し出件数 
 

受注申し出件数 
 

あっせん紹介件数 
 

成立件数 
 

不成立件数 
 

折衝中件数 
 

契約成立当初受注金額（千円） 
 

発注企業訪問数 
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 (２) 取引マッチングコーディネーターによる企業訪問等の件数 

①企業訪問等の総数 

 
計 

企
業
訪
問 

受注企業数 
 

発注企業数 
 

発注案件数 
 

その他（   ）  

 

②商談会等出展企業の訪問数 

商談会の名称 開催前 開催後 

   

   

   

 

③商工団体支援企業の訪問数 

商工団体訪問数  

商工団体支援企業の訪問数  

その他（   ）  

 

 (３)その他の情報収集事業 
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２．商談会等開催事業 
 
 
商 談 会 

開催場所 
開催年月日 

参加企業数 
商談件
数 

(県内
企業分

) 

商談成立 
件  数 

(県内企業分
) 

商談成立 
金  額 

(県内企業分
) 

備考 
発注企業 
(県内企業) 

受注企業 
(県内企業) 

   
 
 

   社  
(    社) 

 
 

 
 
 

社  
(    社) 

 
 
 

  
   
件  

( 件) 
 
 

 
   件  

(    件) 
 

  
   円  

(    円) 
 

 

 
 （注）備考欄には、県内企業分の折衝中件数等を記入すること。 
 
 

３．ビジネスマッチングサイト事業 

 

受注企業登録数 発注企業登録数 商談件数 取引成立件数 取引成立金額 

 
     企業 

 
    企業 

 
件 

 
件 

 
円 
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Ⅲ．知財経営力向上支援事業遂行状況報告書 

事       業 計画件数等 実施件数等 内 容 等 

 

知財経営力向上支援事業 

（１）支援体制 

   ・知財経営コーディネーター 

（２）知財経営力向上セミナーの実施 

（３）知財経営力向上支援の実施 

（４）ＰＲ・資料作成等 

   ・（内 容） 

（５）その他 

   ・臨時職員雇用 

 

 

 

 

 

人 

            回 

 

        

       部 

 

 延べ    日 

 

 

 

 

人 

            回 

   

        件 

       部 

 

 延べ    日 

 

 

 

 

氏名、活動日数 

開催時期、内容 
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Ⅳ．産学連携促進事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１．産学連携促進事業 

（１）産学連携・産業創出総合支援事業  

・産学連携コーディネーターの設置 

・産学連携相談窓口 

 

 

・産学連携マッチング支援 

（マッチング面談の実施） 

・産学研究開発グループの形成 

（研究開発テーマ数） 

・競争的資金獲得支援 

 

・競争的資金による事業期間終了後の 

 フォローアップ 

・研究開発型企業へのヒアリング調査 

・産学連携による企業の課題解決 

・産学連携支援セミナーの開催 

・産学連携フェアの開催 

・メルマガ配信 

 

（２）産学連携ネットワークマネージャー 

   設置事業 

・産学連携ネットワークマネージャーの設置 

・幹事会の開催 

・総会の開催 

・ネットワーク会議の開催 

 

（３）産学連携技術シーズ発表会事業 

・産学連携技術シーズ発表会の開催 

 

（４）工科系大学シーズマッチング事業 

・工科系大学シーズマッチング会の開催 

 

 

 

   

人 

件 

 

 

件 

 

件 

 

件 

 

 

件 

件 

件 

回 

回 

回 

 

 

 

人 

回 

回 

回 

 

 

回 

 

 

回 

 

 

 

氏名 

内訳 来所  件 

   電話等  件 

   企業訪問  件 

 

 

テーマ事例 

 

うち採択件数  件 

採択事例 

 

 

ヒアリング実施企業 

課題解決事例 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

 

 

 

 

氏名 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 
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Ⅴ．新分野展開技術支援事業遂行状況報告書 

事       業 計画件数等 実施件数等 内 容 等 

 
１．支援体制 

  ・コーディネーター 

  

 

２．技術相談 

 

 

３．業態転換関連セミナー開催 

    ・セミナー等開催 

 

４．その他 

  ・（内 容） 

 
 

 

      人 
   

        

 件 
 

                
       回 

 
 
 

 

 
 

人 
 

   

件 
                
         

回 
 

 

 

 

氏名、活動日数 

 

 

 

 

 

開催月日、概要 
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Ⅵ．海外ビジネス展開支援事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１ 海外ビジネス展開支援事業 

 

（１）アドバイザーの配置 

 

・アドバイザー 

 

（２）企業訪問の実施 

 

（３）彩の国ビジネスアリーナ出展支援 

 

２ 中小企業海外販路開拓支援事業 

 

（１）越境ｅコマースへの出店支援 

  ・補助件数 

 

（２）埼玉県特設ショップの開設・ＰＲ 

 

 

 

 

 

 

       人 

 

   延べ  社 

 

       回 

 

 

 

 

件 

 

       回 

 

 

 

 

 

氏名 

 

訪問先及び内容 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

 

 

 

開設時期、概要、内容 
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（別紙） 
 
 彩の国ビジネスアリーナ出展支援 
 

ア 開催期日 
イ 開催場所 
ウ 参加者数 

(a)海外企業 
(b)団体等 

エ 内容 
  オ 成約件数・内容 
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Ⅶ 創業・ベンチャー支援事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１ 創業・ベンチャー支援センター管理運営事

業 

（１）支援体制 

・アドバイザー 

    （内、シニアアドバイザー） 

 

（２）創業相談 

・創業件数 

・相談件数 

 （内、シニア相談件数） 

 

（３）PR・資料作成等 

   ・(内容) 

 

 

２ 創業・ベンチャー支援センター事業 

（１）セミナー等の開催 

 

 

３ ベンチャー成長支援事業 

（１）セミナー等の開催 

 

（２）ベンチャー企業育成支援 

 

 

４ 交流事業 

（１）交流会等の開催 

 

 

５ 女性の創業支援事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）女性創業相談 

・相談件数 

 

６ 起業支援金補助事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）起業支援金補助 

 

 

 

 

 人 

   （  人） 

 

 

 件 

 件 

（  件） 

 

 

 部 

 

 

 

 回 

 

 

 

 回 

 

 

 

 

 

 回 

 

 

 

 

 人 

 

 

 件 

 

 

 

 人 

 

 

 

 

 

 

   延べ    人 

     （   人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

具体的な内容 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

 

    延べ    人 

 

 

 

 

 

 

    延べ    人 
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   ・補助件数 

 

７ 社会課題の解決につながる創業支援事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）伴走支援 

   ・支援対象者数 

 

   ・伴走支援 

 

（３）社会課題の解決につながる創業支援 

  事業補助金 

   ・補助件数 

 件 

 

 

 

 人 

 

 

 者 

 

 回 

 

 

 

 件 

 

 

 

 

 

 

    延べ    人 

 

 

 

 

具体的な内容 
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Ⅷ．次世代ものづくり産業イノベーション支援事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

１．次世代ものづくり産業イノベーション 

 支援事業 

 

（１）コーディネーター等の設置 

  ・コーディネーター等の設置 

  ・技術開発等相談 

  ・伴走支援件数 

 

（２）補助金等獲得支援 

  ・国庫補助金等に関するセミナー 

 開催 

 ・個別相談 

 

（３）技術マッチング支援 

  ・企業マッチング（集団・個別） 

 （集団マッチング） 

 

 （個別マッチング） 

 ・企業間技術連携体の構築 

 

（４）産学連携による新技術・新製品 

  開発支援 

 ・研究会の設置 

 

 

 

 

 

 

       人  

      件 

      件 

 

 

 

      回 

      件 

 

 

  

      回 

 

      件 

      件 

 

 

 

      件 

 

 

       

 

 

 

 

 

氏名 

 

事業者名、開発内容、成果等 

 

 

 

開催月日、参加人数、内容等 

 

 

 

 

開催月日、参加人数、内容、

成果等 

マッチング例等 

内容、取組状況、成果等 

 

 

 

テーマ、構成員、取組内容、

開催月日、成果等 
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Ⅸ．サービス産業事業者 ICT・AI 活用支援事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１．サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業 

   ・ICT活用コーディネーターの設置 

 

 

   ・活用相談 

 

 

 

   ・セミナー、勉強会の開催 

 

 

   

 

   

       人 

 

 

       件 

 

 

 

       回 

 

 

       

 

 

氏名 

 

 

相談者、相談内容、

ICT導入実績 

 

 

開催月日、概要 

内容 
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Ⅹ．ＢＣＰ策定支援事業遂行状況報告書 

事       業 計画件数等 内 容 等 

ＢＣＰ策定支援事業 

 

１ ＢＣＰ策定支援事業 

①ＢＣＰアドバイザー 

  ②セミナー開催 

③事業継続力強化計画の業種別記入例作 

 成 

  ④従業員数５０人以上の企業に対する調

査の実施 

  ⑤経費 

  ⑥事例作成 

 

              

 

   人 

回       

種類 

 

（調査） 回 

 

 

回 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な経費項目 
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Ⅺ．県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

県内企業デジタルトランスフォーメーショ

ン推進事業 

１ ワンストップウェブサイトの運営管理 

（１）運営管理 

 

 

（２）支援メニュー掲載 

 

 

（３）掲載コンテンツの充実 

   

 

２ ＤＸ推進支援ネットワークの運営 

（１）ネットワーク会議の開催 

 

 

（２）セミナー等の開催 

 

 

３ 埼玉ＤＸパートナーの管理、マッチング 

（１）マッチング相談（面談等の実施） 

 

（２）マッチングセミナー 

 

（３）ＤＸコンシェルジュ 

 

（４）マッチング 

 

 

４ ＤＸ推進人材育成支援金補助 

 

 

              

 

回    

 

 

件 

 

 

件 

         

 

 

回 

 

 

回 

 

 

 

件 

 

回 

 

人 

 

件 

 

 

件 

 

 

 

ウェブサイトの概要 

及びアクセス数 

 

支援メニュー掲載の概要 

及び掲載件数 

 

掲載時期、内容 

 

 

 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 

 

 

 

 

 

開催月日、参加人数、内容 

 

氏名 

 

マッチング成立例等 

 

 

補助件数、開催時期 
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Ⅻ．サーキュラーエコノミー推進事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１ 情報発信・普及啓発事業 

 ・セミナーの開催 

 

 

 ・研究会の開催 

 

 

 ・情報発信 

 

 

 

２ 相談・マッチング支援事業 

 ・アドバイザー・コーディネーターの配置 

 

 ・企業からの相談・マッチング支援 

 

 

 ・関係機関との連携・紹介 

  （よろず支援拠点や商工団体など） 

 

 

３ 食の分野におけるリーディングモデル

構築支援事業 

 ・県産業技術総合センター等と連携した支

援（販路開拓等の支援、企業訪問など） 

 

 

 

 

 

       回 

 

 

       回 

 

 

       件 

 

 

 

 

       人 

 

       件 

 

 

       件 

 

 

 

 

 

       件 

 

 

 

 

内容、開催時期、参加人

数等 

 

テーマ、対象企業、取組

内容、開催時期等 

 

マッチング事例・リーデ

ィングモデルの内容、発

信方法、発信先等 

 

 

 

 

相談内容、マッチング事

例 

 

相談企業、連携内容、取

組状況 

 

 

 

 

支援内容、訪問先企業、

取組状況等 
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XⅢ．AI・IoT 活用推進事業遂行状況報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１．AI・IoT活用推進事業  

 

（１）コーディネーター等の設置 

  ・コーディネーター等の設置 

 

  ・技術相談 

 

  ・成長戦略策定支援 

 

（２）AI・IoT普及・活用支援 

  ・AI・IoT普及セミナー 

 

  ・AI・IoTツール体験会 

 

 

（３）AI・IoT導入支援 

  ・先進企業との比較検討シート作成研

修 

 

  ・オーダーメイド型AI・IoT研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       人 

 

       件 

 

       件 

 

 

       回 

 

       回 

 

 

 

  

       回 

 

       社 

 

 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

 

開催月日、概要、参加

人数等 

開催月日、概要、参加

人数等 

 

 

 

開催月日、概要、参加

人数等 

開催月日、概要、支援

企業等 
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様式第８号 

 

令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金に係る補助事業 

  実績報告書（○○○○事業） 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

 

               所 在 地 

               名   称 

               代表者氏名               

 

 

 令和  年  月  日付け   第    号で補助金の交付決定

の通知を受けた埼玉県産業振興公社事業費補助事業が完了したので、補

助金等の交付手続等に関する規則第１３条の規定により、別添のとおり

報告します。 
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別 添 

 

 補助金決算総表 

 

 

   （補助金所要額）－（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額）＝（補助金額） 

 

 

                         

補助金交付 

年 月 日 

補助金交付 

決定通知額 

概 算 払 

年 月 日 

概 算 払 

金   額 

     円      円 

 



補助金支払明細書

（1）給料

（2）扶養手当

（3）報酬

（4）賞与

（5）住居手当

（6）超過勤務手当

（7）通勤手当

（8）その他手当 退職手当

（9）福利厚生費

健康保険料
厚生年金保険料
児童手当拠出金
労働保険料

（10）福利環境整備費 退職手当引当金

（11）その他の福利厚生費
厚生費
年金積立金

（1）借室料・光熱水費

（2）引越・原状復帰費用

（1）謝金

（2）旅費

（3）庁費

管理費　計

補助対象
経費

総務管理事業　合計

備考

　Ⅰ．
総
務
管
理
費

 
１
役
職
員
人
件
費

役員及び職員
（県派遣及び他
の補助事業の対
象職員を除く）

役職員人件費　計

 
２
賃
借
料
等

賃借料等　計

 
３
管
理
費

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

－ Ⅰ－８９ －



旅　費

庁　費

謝　金

庁　費

謝　金

謝　金

旅　費

庁　費

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

　Ⅱ．
中
小
企
業
支
援
セ
ン
タ
｜
事
業

　１
推中
進小
事企
業業
　支
　援
　セ
　ン
　タ
　｜

中小企業支援センター事業　合計

中小企業支援センター推進事業　計

　２
等窓
事口
業相
　談

窓口相談等事業　計

３
専
門
家
派
遣
事
業

専門家派遣事業　計

　４
集中
中小
取企
組業
事三
業大
　課
　題

中小企業三大課題集中取組事業　計

－ Ⅰ－９０ －



旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

旅　費

庁　費

庁　費

備考

　Ⅲ．
受
注
企
業
振
興
助
成
事
業

１
取
引
情
報
収
集
提
供
事
業

①受発注情報収集提供事業

②販売力強化事業

③企業情報収集提供事業

取引情報収集提供事業　計

２
商
談
会
等
開
催
事
業

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

　５
　そ
　の
経他
費の その他の経費　計

受注企業振興助成事業　合計

商談会等開催事業　計

　３
　中
　小
　企
　業
連支
携援
事機
業関

中小企業支援機関連携事業　計

　４
ンビ
グジ
サネ
イス
トマ
事ッ
業チ

　

ビジネスマッチングサイト事業　計

－ Ⅰ－９１ －



謝　金

旅　費

庁　費

知財経営力向上支援事業　合計

１
　
知
財
経
営
力
向
上
支

援
事
業

知財経営力向上支援事業　計

Ⅳ
　
知
財
経
営
力
向
上
支

援
事
業

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

－ Ⅰ－９２ －



(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

①産学連携・産業創出総合支
援事業

　Ⅴ．
産
学
連
携
促
進
事
業

１
産
学
連
携
促
進
事
業

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

②産学連携ネットワークマ
ネージャー設置事業

③産学連携技術シーズ発表会
事業

④工科系大学シーズマッチン
グ事業

産学連携促進事業　計

産学連携促進事業　合計

－ Ⅰ－９３ －



謝　金

旅　費

庁　費

新分野展開技術支援事業　計

新分野展開技術支援事業　合計

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

Ⅵ
　
新
分
野
展
開

　
　
　
技
術
支
援
事
業

１
　
新
分
野
展
開

　
　
　
技
術
支
援
事
業

－ Ⅰ－９４ －



謝　金

旅　費

庁　費

庁　費

中小企業海外販路開拓支援事業　計

海外ビジネス展開支援事業　合計

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

１
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
支
援

事
業

海外ビジネス展開支援事業　計

  Ⅶ．
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
支
援
事
業

２
中
小
企
業

海
外
販
路
開

拓
支
援
事
業

－ Ⅰ－９５ －



謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

補助金

謝　金

旅　費

庁　費

補助金

謝　金

旅　費

庁　費

備考
補助対象

経費

創業・ベンチャー支援事業　合計

　Ⅷ．
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
｜
支
援
事
業

３
ベ
ン
チ
ャ
ー

成
長

支
援
事
業

ベンチャー成長支援事業　計

４
交
流
事
業

社会課題の解決につながる創業支援事業　計

１
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー

支
援

セ
ン
タ
ー

管
理
運
営
事
業

内容
補助事業に
要した経費

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細

５
女
性
の
創
業
支
援
事
業

７
社
会
課
題
の
解
決
に

つ
な
が
る
創
業
支
援
事
業

６
起
業
支
援
金
補
助
事
業 起業支援金補助事業　計

女性の創業支援事業　計

交流事業　計

創業・ベンチャー支援センター管理運営事業　計

２
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー

支
援

セ
ン
タ
ー

事
業

創業・ベンチャー支援センター事業　計

－ Ⅰ－９６ －



（1）謝金

（2）旅費

（3）庁費

備考

　Ⅸ．
 イ次
 ノ世
 ベ代
 ｜も
 シの
 ョづ
 ンく
 支り
 援産
 事業
 業

１
 
次
世
代
も
の
づ
く
り
産
業

　
　
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
支
援
事
業

次世代ものづくり産業イノベーション支援事業　計

次世代ものづくり産業イノベーション支援事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－９７ －



(1)　謝金

(2)　旅費

(3)　庁費

備考

  Ⅹ．
サ
｜
ビ
ス
産
業
事
業
者
ICT
・
AI
活
用
支
援
事
業

１
サ
｜
ビ
ス
産
業
事
業
者
ICT
・
AI
活
用
支
援
事
業

サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業　計

サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業　　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要した経費

補助対象
経費

－ Ⅰ－９８ －



謝　金

旅　費

庁　費

ＢＣＰ策定支援事業　計

ＢＣＰ策定支援事業　合計

内容
補助事業に
要した経費

補助対象
経費

備考事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細

　Ⅺ．
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
支
援
事
業

１
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
支
援
事
業

－ Ⅰ－９９ －



謝　金

旅　費

庁　費

補助金

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業　合計

備考

 Ⅻ.
県
内
企
業
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
｜
メ
｜
シ
ョ
ン
推
進
事
業

１
 
県
内
企
業
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス

　
　
フ
ォ
ー

メ
ー

シ
ョ

ン
推
進
事
業

県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

－ Ⅰ－１００ －



謝　金

旅　費

庁　費

謝　金

旅　費

庁　費

備考

 XⅢ.
サ
｜
キ
ュ
ラ
｜
エ
コ
ノ
ミ
｜
推
進
事
業

１
 
サ
ー

キ
ュ

ラ
ー

エ
コ
ノ
ミ
ー

推
進
事
業

サーキュラーエコノミー推進事業　計

２
　
食
の
サ
ー

キ
ュ

ラ
ー

エ
コ
ノ
ミ
ー

啓
発
事
業

食のサーキュラーエコノミー啓発事業　計

サーキュラーエコノミー推進事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－１０１ －



（1）謝金

（2）旅費

（3）庁費

備考

 XⅣ．

A
I
・
I
o
T
活
用
推
進
事
業

１
　
A
I
・
I
o
T
活
用
推
進
事
業

AI・IoT活用推進事業　計

AI・IoT活用推進事業　合計

事業区分
補助対象

経費の区分
経費区分の明細 内容

補助事業に
要する経費

補助金交付
申請額

－ Ⅰ－１０２ －
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補助対象者名簿 

区分 氏   名 設置期間 設置月数 給料月額 給与年額 事務の内容 

○ 

○ 

グ 

ル 

ー 

プ 

 

 

 

 

 

 

 

～ 

 

 

 

 

 

 

       月 

 

 

 

 

 

 

       円 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計      

○ 

○ 

グ 

ル 

ー 

プ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計      

○ 

○ 

グ 

ル 
ー 

プ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計      

○ 

○ 

グ 

ル 

ー 

プ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計      

合    計      
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事業実績報告 

Ⅱ 中小企業支援センター事業報告書 

事       業 計画件数等 実施結果 内   容   等 

中小企業支援センター事業 

 

１ 中小企業支援センター推進事業 

  ①アドバイザー 

   

  ②調査等旅費（職員） 

    

   調査等旅費（アドバイザー） 

   

  ③経費 

 

 

２ 窓口相談等事業 

  窓口等相談件数 

 

 

 

３ 専門家派遣事業 

  専門家派遣事業 

  

    

 

４ 中小企業三大課題集中取組事業 

  ①アドバイザー 

 

  ②調査等旅費 

 

  ③診断・課題整理件数 

   

  ④課題解決件数 

 

  ⑤専門相談（法律・税務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    人 

 

   人回 

 

   人回 

 

    

 

 

 

    件 

 

 

 

 

    回 

 

 

 

 

 人 

 

   人回 

 

件 

 

件 

 

回 

 

 

 

 

 

          

人 

（  人） 

 人回 

（ 人回） 

人回 

（ 人回）   

 

  

 

 

   件 

（  件） 

 

 

 

回 

（  回）    

 

 

 

人 

（  人） 

 人回 

（ 人回） 

件 

 

件 

 

回 

（  回） 

 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

具体的な経費項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※実施結果欄には、カッコ書きで前年実績を記載すること。 
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 Ⅱ－２．中小企業支援センター事業 
 
 

     
内容 

 
 
 
 
業種 

相談企
業数 

(実数) 

相談等
延べ件
数 

内   訳 

創業 
経営
全般 

マー
ケテ
ィン
グ 

資金 法律 労務 税務 技術 

ビジ
ネス
プラ
ン 

経営
革新
計画 

ＩＴ 

取引適正
化 

事業 
提携 

会社
設立 

事業 
承継 

ＩＳ
Ｏ 

ＢＣ
Ｐ 

省エ
ネ 

特許 産学 
その
他 

消費
税関
連 

小計 苦情
紛争
関係 

その
他 

製造業                           

うち小規模

企業者 

                          

卸売業                           

うち小規模

企業者 

                          

建設業                           

うち小規模

企業者 

                          

小売業                           

うち小規模

企業者 

                          

サービス業                           

うち小規模

企業者 

                          

その他                           

うち小規模

企業者 

                          

小 計 
                          

うち小規模

企業者 
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うち事業承継に関するもの 

     内容 
 
相談者 

後継者候補 
の確保 

後継者の意思・ 
資質・能力向上 

取引先との 
関係維持 

承継後の 
事業運営 

現在の業績の 
悪化、将来性 

従業員の支持 
・理解 

相続税・贈与税等
の税負担 

債務等の引継ぎ その他 小 計 

承継しようとする
者（現経営者） 

          

うち小規模 
企業者 

          

後 継 者 
          

うち小規模 
企業者 

          

そ の 他 
          

うち小規模 
企業者 

          

小  計 
          

うち小規模 
企業者 

          

 
 

相談後の対応及び「計画書」策定支援・確認状況   備考 

     社・者数 変更などあれば記載 

  (1) 
士業等専門家に繋いだ 

 ※税理士、会計士、弁護士等 
    

  (2) 支援機関、金融機関に繋いだ ※引継ぎ支援センター、よろず支援拠点

など 
    

  (3) 診断した機関が自機関で対応     

  (4) NW 事務局に繋いだ     

小計  (5) 支援の必要無し     

上記(1)～(5)の合計    0   

  (1) ｢計画書｣※1 策定支援完了先     

  (2) ｢計画書｣策定には至らないが、計画※2 を確認した先     

※1｢計画書｣：フォーマットは不問(特例承継計画含む)。 

※2｢計画」：①誰に(後継者)②代表権の移転時期③自社株式、事業用資産の移転時期 を確認・ヒヤリングできた先 
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 Ⅱ－３．専門家派遣事業 
 
      １企業当たりの支援日数 

  最   長                    日 
 最   短                    日 

 

 
    

 
     内容 
 
 
 
 
業種 

相談企
業数 

(実数) 

相談等
延べ件
数 

内   訳 

創業 
経営
全般 

マー
ケテ
ィン
グ 

資金 法律 労務 税務 技術 

ビジ
ネス
プラ
ン 

経営
革新
計画 

ＩＴ 

取引適正
化 

事業 
提携 

会社
設立 

事業 
承継 

ＩＳ
Ｏ 

ＢＣ
Ｐ 

省エ
ネ 

特許 産学 
その
他 

消費
税関
連 

小計 苦情
紛争
関係 

その
他 

製造業                           

うち小規模

企業者 

                          

卸売業                           

うち小規模

企業者 

                          

建設業                           

うち小規模

企業者 

                          

小売業                           

うち小規模

企業者 

                          

サービス業                           

うち小規模

企業者 

                          

その他                           

うち小規模

企業者 

                          

小 計 
                          

うち小規模

企業者 
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Ⅱ－４．中小企業三大課題集中取組事業 

 

 
省力化・省人化 外国人人材活用 事業承継 

診断件数 課題解決件数 課題整理件数 課題解決件数 課題整理件数 課題解決件数 

製造業       

うち小規模企業者 
      

卸売業       

うち小規模企業者 
      

建設業       

うち小規模企業者 
      

小売業       

うち小規模企業者 
      

サービス業       

うち小規模企業者 
      

その他       

うち小規模企業者 
      

小 計 
      

うち小規模企業者 
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Ⅲ 受注企業振興助成事業 報告書 

事       業 計画件数等 実施結果 内  容  等 

 
受注企業振興助成事業 
 
１ 取引情報収集提供事業 
  ①受発注情報収集提供事業 
    発注企業調査 
 
 
 
 
   ②販売力強化事業 
    取引ﾏｯﾁﾝｸﾞｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
 
 
 
 
  ③企業情報収集提供事業 
    登録設備調査 
 
 
 
２ 商談会等開催事業 
 
 
 
 
３ 中小企業支援機関連携事業 
      ①連携会議等の開催 
 
      ②連携会議等への出席旅費 
 
 
 
 
４ ビジネスマッチングサイト事業 
  登録企業数 
 
 
 
 
５ その他の経費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
   企業 
 
    回 
 
 
 
 
    人 
 
 
 
 
 
   企業 
 
 
 
    回 
 
 
 
 
 
    回 
 
   人回 
 
 
 
 
 
   企業 

 
 
 
 
   企業 
（  企業） 
    回 
（   回） 
 
 
 
    人 
（   人） 
 
 
 
 
    企業 
（  企業） 
 
 
    回 
（   回） 
 
 
 
 
    回 
（   回） 
   人回 
（  人回） 
 
 
 
 
   企業 
  （企業） 

 
実施事業の概要を添付の
こと    
 
登録企業数     企業 
発注企業数     企業 
受注企業数     企業 
実施時期 
 
 
 
氏名 
稼働延人日   人日 
 
 
 
 
実施時期 
 
 
 
開催時期、商談会名等 
 
 
 
 
 
開催月日、会議名等  
 
        〃     
 
 
 

 

 
受注企業   企業 
発注企業   企業 
 
 
 
具体的な経費項目 
 
 
 
 

 ※実施結果欄には、カッコ書きで前年実績を記載すること。
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（別紙） 

受注企業振興助成事業の業務内容 

 

１．取引情報収集提供事業 

 

 (1) 受発注情報収集提供の総表 

登 録 

 

 

企業数 

発注企業 

累 計 

登録  取消 

 

受注企業 

累 計 

登録 取消 

 

  発注申し出件数      
 

  受注申し出件数 
 

  あっせん紹介件数 
 

  成立件数 
 

  不成立件数 
 

  折衝中件数 
 

  契約成立当初受注金額（千円） 
 

  発注企業訪問数 
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 (２) 取引マッチングコーディネーターによる企業訪問等の件数 

①企業訪問等の総数 

 
計 

企
業
訪
問 

受注企業数 
 

発注企業数 
 

発注案件数 
 

その他（   ）  

 

②商談会等出展企業の訪問数 

商談会の名称 開催前 開催後 

   

   

   

 

③商工団体支援企業の訪問数 

商工団体訪問数  

商工団体支援企業の訪問数  

その他（   ）  

 

 (３)その他の情報収集事業 
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２．商談会等開催事業 
 
  
   
商 談 会 

開催場所 
開催年月日 

参加企業数 
商談件数 

(県内企業分) 

商談成立 
件  数 

(県内企業分) 

商談成立 
金  額 

(県内企業分) 
備考 

発注企業 
(県内企業) 

受注企業 
(県内企業) 

   
 

   社  
(    社) 

 
 

社  
(    社) 

 
 
 

  
 

   件  
(    件) 

 
 

 
   件  

(    件) 
 

  
   円  

(    円) 
 

 

 
 （注）備考欄には、県内企業分の折衝中件数等を記入すること 
 
 
 

３．ビジネスマッチングサイト事業 
 

受注企業登録数 発注企業登録数 商談件数 取引成立件数 取引成立金額 

 
     企業 

 
    企業 

 
件 

 
件 

 
円 
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Ⅳ 知財経営力向上支援事業 

事       業 実施件数等 内 容 等 

知財経営力向上支援事業 

（１）支援体制 

   ・知財経営コーディネーター 

（２）知財経営力向上セミナーの実施 

（３）知財経営力向上支援の実施 

（４）ＰＲ・資料作成等 

   ・（内 容） 

（５）その他 

   ・臨時職員雇用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 

            回 

        件 

 

       部 

 

 延べ    日 

 

 

 

 氏名、活動日数  

 開催時期、内容 
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Ⅴ 産学連携促進事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１．産学連携促進事業 

（１）産学連携・産業創出総合支援事業  

・産学連携コーディネーターの設置 

・産学連携相談窓口 

 

 

・産学連携マッチング支援 

（マッチング面談の実施） 

・産学研究開発グループの形成 

（研究開発テーマ数） 

・競争的資金獲得支援 

 

・競争的資金による事業期間終了後の 

 フォローアップ 

・研究開発型企業へのヒアリング調査 

・産学連携による企業の課題解決 

・産学連携支援セミナーの開催 

・産学連携フェアの開催 

・メルマガ配信 

 

（２）産学連携ネットワークマネージャー 

   設置事業 

・産学連携ネットワークマネージャーの設置 

・幹事会の開催 

・総会の開催 

・ネットワーク会議の開催 

 

（３）産学連携技術シーズ発表会事業 

・産学連携技術シーズ発表会の開催 

 

（４）工科系大学シーズマッチング事業 

・工科系大学シーズマッチング会の開催 

 

 

 

 

 

   

 

人 

件 

 

 

件 

 

件 

 

件 

 

 

件 

件 

件 

回 

回 

回 

 

  

 

人 

回 

回 

回 

 

 

回 

 

 

回 

 

 

 

氏名 

内訳 来所  件 

   電話等  件 

   企業訪問  件 

 

 

テーマ事例 

 

うち採択件数  件 

採択事例 

 

 

ヒアリング実施企業 

課題解決事例 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

 

 

 

 

氏名 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 
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１．産学連携促進事業 

相談件数の 

実績 

内                  訳 

産学交流 

※１ 

マッチング 

※２ 

競争的資金 

※３ 

研究開発促進 

※４ 

その他 

※５ 

 

来 所 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

 

電話等 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

 

企業訪問 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

 

合 計 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

件 

（前年度実績） 

（    件） 

 

当初目標 

 

件 

＜ 達成率 ＞  

＜    ％＞  

     

※１ セミナー、展示会等のイベントに関すること。 

※２ 個別の企業・大学等との連携に関すること。 

※３ 競争的資金の申請等に関すること。 

※４ ※２、３以外の研究開発に関すること。 

※５ ※１～４以外に関すること。       
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Ⅵ 新分野展開技術支援事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 
１．支援体制 

  ・コーディネーター 

  

 

２．技術相談 

 

 

３．業態転換関連セミナー開催 

    ・セミナー等開催 

 

４．その他 

  ・（内 容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

人 
 

        

件 
                 
          

回 
 

 

 

 

氏名、活動日数 

 

 

 

 

 

開催月日、概要 
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Ⅶ．海外ビジネス展開支援事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

 

１ 海外ビジネス展開支援事業 

 

（１）アドバイザーの配置 

 

・アドバイザー 

 

（２）企業訪問の実施 

 

（３）彩の国ビジネスアリーナ出展支援 

 

 

２ 中小企業海外販路開拓支援事業 

 

（１）越境ｅコマースへの出店支援 

  ・補助件数 

 

（２）埼玉県特設ショップの開設・ＰＲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

       人 

 

   延べ  社 

 

       回 

 

 

 

 

 

件 

 

 回 

 

 

 

 

 

 

氏名 

 

訪問先及び内容 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、概要、内容 
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（別紙） 
 
彩の国ビジネスアリーナ出展支援 
 

ア 開催期日 
イ 開催場所 
ウ 参加者数 

(a)海外企業 
(b)団体等 

エ 内容 
  オ 成約件数・内容
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Ⅷ 創業・ベンチャー支援事業実績報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

１ 創業・ベンチャー支援センター管理運営事

業 

（１）支援体制 

・アドバイザー 

（内、シニアアドバイザー） 

 

（２）創業相談 

・創業件数 

・相談件数 

 （内、シニア相談件数） 

 

（３）PR・資料作成等 

   ・(内容) 

 

 

２ 創業・ベンチャー支援センター事業 

（１）セミナー等の開催 

 

 

３ ベンチャー成長支援事業 

（１）セミナー等の開催 

 

（２）ベンチャー企業育成支援 

 

 

４ 交流事業 

（１）交流会等の開催 

 

５ 女性の創業支援事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）女性創業相談 

・相談件数 

 

 

６ 起業支援金補助事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）起業支援金補助 

   ・補助件数 

 

 

 

人 

（  人） 

 

 

件 

件 

（  件） 

 

 

部 

 

 

 

回 

 

 

 

回 

 

 

 

 

 

回 

 

 

 

人 

 

 

件 

 

 

 

 

人 

 

 

件 

 

 

 

延べ    人 

     （   人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

具体的な内容 

 

 

 

開催時期、場所及び内容 

 

 

 

    延べ    人 

 

 

 

 

 

 

 

    延べ    人 
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７ 社会課題の解決につながる創業支援事業 

（１）支援体制 

   ・アドバイザー 

 

（２）伴走支援 

   ・支援対象者数 

 

   ・伴走支援 

 

（３）社会課題の解決につながる創業支援 

  事業補助金 

   ・補助件数 

 

 

 

 

人 

 

 

者 

 

回 

 

 

 

件 

 

 

    

 

 延べ    人 

 

 

 

 

具体的な内容 
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Ⅸ 次世代ものづくり産業イノベーション支援事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

１．次世代ものづくり産業イノベーショ

ン支援事業報告書 

（１）コーディネーター等の設置 

  ・コーディネーター等の設置 

  ・技術開発等相談 

  ・伴走支援件数 

 

（２）補助金等獲得支援 

  ・国庫補助金等に関するセミナー 

 開催 

・個別相談 

 

（３）技術マッチング支援 

  ・企業マッチング（集団・個別） 

 （集団マッチング） 

 

 （個別マッチング） 

 ・企業間技術連携体の構築 

 

（４）産学連携による新技術・新製品 

  開発支援 

 ・研究会の設置 

 

 

 

 

 

       人  

       件 

       件 

 

 

       回 

 

       件 

 

 

       回 

 

 

       件 

       件 

 

 

 

       件 

 

 

 

 

 

 

氏名 

 

事業者名、開発内容、成果等 

 

 

開催月日、参加人数、内容、

成果等 

 

 

 

開催月日、参加人数、内容、

成果等 

 

マッチング例等 

内容、取組状況、成果 

 

 

 

テーマ、構成員、取組内容、

開催月日、成果等 
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Ⅹ．サービス産業事業者 ICT・AI 活用支援事業報告書 

事       業 計画件数等 内 容 等 

 

１．サービス産業事業者ICT・AI活用支援事業 

   ・ICT活用コーディネーターの設置 

 

 

   ・活用相談 

 

 

 

   ・セミナー、勉強会の開催 

 

 

    

 

   

       人 

 

 

       件 

 

 

 

       回 

 

 

        

 

 

氏名 

 

 

相談者、相談内容、

ICT導入実績 

 

 

開催月日、概要 

内容 
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Ⅺ．ＢＣＰ策定支援事業報告書 

事       業 計画件数等 内 容 等 

ＢＣＰ策定支援事業 

 

１ ＢＣＰ策定支援事業 

①ＢＣＰアドバイザー 

  ②セミナー開催 

③事業継続力強化計画の業種別記入例作 

 成 

  ④従業員数５０人以上の企業に対する調

査の実施 

  ⑤経費 

  ⑥事例作成 

 

              

 

   人 

回       

種類 

 

（調査） 回 

 

 

回 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な経費項目 
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Ⅻ．県内企業デジタルトランスフォーメーション推進事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

県内企業デジタルトランスフォーメーショ

ン推進事業 

１ ワンストップウェブサイトの運営管理 

（１）運営管理 

 

 

（２）支援メニュー掲載 

 

 

（３）掲載コンテンツの充実 

   

 

２ ＤＸ推進支援ネットワークの運営 

（１）ネットワーク会議の開催 

 

 

（２）セミナー等の開催 

 

 

３ 埼玉ＤＸパートナーの管理、マッチング 

（１）マッチング相談（面談等の実施） 

 

（２）マッチングセミナー 

 

（３）ＤＸコンシェルジュ 

 

（４）マッチング 

 

 

４ ＤＸ推進人材育成支援金補助 

 

 

              

 

回    

 

 

件 

 

 

件 

         

 

 

回 

 

 

回 

 

 

 

件 

 

回 

 

人 

 

件 

 

 

件 

 

 

 

ウェブサイトの概要 

及びアクセス数 

 

支援メニュー掲載の概要 

及び掲載件数 

 

掲載時期、内容 

 

 

 

開催時期、内容 

 

 

開催時期、内容 

 

 

 

 

 

開催月日、参加人数、内容 

 

氏名 

 

マッチング成立例等 

 

 

補助件数、開催時期 
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XⅢ．サーキュラーエコノミー推進事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１ 情報発信・普及啓発事業 

 ・セミナーの開催 

 

 

 ・研究会の開催 

 

 

 ・情報発信 

 

 

 

２ 相談・マッチング支援事業 

 ・アドバイザー・コーディネーターの配置 

 

 ・企業からの相談・マッチング支援 

 

 

 ・関係機関との連携・紹介 

  （よろず支援拠点や商工団体など） 

 

 

３ 食の分野におけるリーディングモデル

構築支援事業 

 ・県産業技術総合センター等と連携した支

援（販路開拓等の支援、企業訪問など） 

 

 

 

 

 

       回 

 

 

       回 

 

 

       件 

 

 

 

 

       人 

 

       件 

 

 

       件 

 

 

 

 

 

       件 

 

 

 

 

内容、開催時期、参加人

数等 

 

テーマ、対象企業、取組

内容、開催時期等 

 

マッチング事例・リーデ

ィングモデルの内容、発

信方法、発信先等 

 

 

 

 

相談内容、マッチング事

例 

 

相談企業、連携内容、取

組状況 

 

 

 

 

支援内容、訪問先企業、

取組状況等 
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XⅣ．AI・IoT 活用推進事業報告書 

事       業 実施件数等 内 容 等 

 

１．AI・IoT活用推進事業  

 

（１）コーディネーター等の設置 

  ・コーディネーター等の設置 

 

  ・技術相談 

 

  ・成長戦略策定支援 

 

（２）AI・IoT普及・活用支援 

  ・AI・IoT普及セミナー 

 

  ・AI・IoTツール体験会 

 

（３）AI・IoT導入支援 

  ・先進企業との比較検討シート作成

研修 

 

  ・オーダーメイド型AI・IoT研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       人 

 

       件 

 

       件 

 

 

       回 

 

       回 

 

 

       回 

 

 

       社 

 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

 

 

開催月日、概要、参加人

数等 

開催月日、概要、参加人

数等 

 

開催月日、概要、参加人

数等 

 

開催月日、概要、参加人

数等 
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様式第９号 

 

令和 年度埼玉県産業振興公社事業費補助金に係る消費税及 

び地方消費税額の確定に伴う報告書（○○○○事業） 

 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 

 

  (あて先） 

  埼玉県知事        

 

 

                            所 在 地 

                        名   称   

                  代表者氏名          

 

 

 埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱第１４条第１項に基づき、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額（県が確定通知書により通知した額） 

 

 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

 

３ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消  

   費税に係る仕入控除税額 

 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

 

 

(注) １ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

  ２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の 10％相当額が消費 

   税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。  
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様式第１０号 

 

            財産の取得承認申請書 

（○○○○事業） 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 
 

 

   (あて先） 

  埼玉県知事 

  

 
 

               所 在 地 

               名   称 

               代表者氏名               

 

 

 

 令和  年度埼玉県産業振興公社事業費補助金により、下記の品目を取

得したいので、埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱第１５条の規定

に基づき承認を申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 品目及び取得予定年月日 

 

 

２ 取得予定価格及び時価 

 

 

３ 取得の理由  
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様式第１１号 

 

           取得財産の処分承認申請書 

（○○○○事業） 

 

                           第   号 

                        令和 年 月 日 
 

 

 (あて先） 

  埼玉県知事 

  

 

 
 

                  所 在 地 

                  名   称 

                  代表者氏名          

 

 

 

 令和  年度埼玉県産業振興公社事業費補助金により取得した財産を下

記のとおり処分したいので埼玉県産業振興公社事業費補助金交付要綱第１

６条の規定に基づき承認を申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 品目及び取得年月日 

 

 

２ 取得価格及び時価 

 

 

３ 処分の方法 

 

 

４ 処分の理由 

 

 


